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平成 30 年 9 月

平成 30 年度 平成 39 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

（実績：平成２９年度末）

② 施　設　

管路延長

施設利用率 61.39 ％

③ 料　金

　一般用、臨時用、共用給水の用途別の区分と合わせ、さらに一般用については口径別に

区分する複合型の料金体系を採用しています。

基本水量 料金 料金

103円

120円

138円

155円

166円

120円

138円

155円

166円

138円

155円

166円

155円

166円

50mm 50㎥まで 7760円 166円

20㎥まで 2640円 166円

10㎥まで 820円
一般用(13mm～
20mm)と同じ

　メーター使用料

口径 料金 口径

13mm 60円 40mm 300円

20mm 100円 50mm 500円

25mm 140円 75mm 1,500円

30mm 200円 100mm以上

千ｍ

51㎥以上

3620円

40㎥まで

31㎥～40㎥

41㎥3～50㎥

2

41㎥3～50㎥
40mm

30㎥まで

820円

20㎥まで 2070円

31㎥～40㎥

41㎥3～50㎥

5520円

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

水量（㎥）

策 定 日 ：

4

浄水場設置数

配水池設置数

基本料金（1ヶ月）
用途 口径

料金体系の
概要・考え方

上里町水道事業経営戦略

計画給水人口

現在給水人口

有収水量密度

　地下水

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 63 年 3 月 日 34,100

～

水 源

31,029

団 体 名 ：

事 業 名 ：

上里町

水道事業

計 画 期 間 ：

事業の現況

225.8施 設 数

1,260

51㎥以上

施 設 能 力 19,800 ㎥／日

11㎥～20㎥

13mm～
20mm

25mm

30mm

10㎥まで

超過料金（1㎥につき）

51㎥以上

21㎥～30㎥

21㎥～30㎥

31㎥～40㎥

41㎥3～50㎥

臨時用

51㎥以上

一般用

料金

51㎥以上

21㎥以上

11㎥以上共用給水

料 金 改 定 年 月 日
(消費税のみの改定は含まない)

管理者が別に定める

平成22年10月1日

1



④ 組　織

　現在の水道事業は、課長以下７名の職員により運営されています。

業務係

上下水道課長 主任2名　主事補1名　合計3名

1名

施設係

主査1名　主事2名　主事補1名　合計4名

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

　平成２８年度の決算に基づく「経営比較分析表」となります。
　経営比較分析表では、経営指標を基に経年比較や類似団体との比較・分析を行っています。

・経営比較分析表（別紙）

これまでの主な経営健全化の取組

　平成２２年度に５ヶ年の経営健全化計画を策定し、料金改定や高利子の企業債の借換え等を行ったことにより経営状況
が改善されました。また、平成２６年度には下水道事業と統合、平成２７年度からは業務の一部を民間の事業者に委託す
るなど、経費の削減やサービスの向上に取り組んでいます。
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グ
ラ

フ
凡

例

当
該

団
体

値
（

当
該

値
）

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

平
成

2
8
年

度
全

国
平

均

※
　
平
成
24
年
度
か
ら
平
成
2
5年

度
に
お
け
る
各
指
標
の
類
似
団
体
平
均
値
は
、
当
時
の
事
業
数
を
基
に
算
出
し
て
い
ま
す
が
、
管
路
経
年
化
率
及
び
管
路
更
新
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
26
年
度
の
事
業
数
を
基
に
類
似
団
体
平
均
値
を
算
出
し
て
い
ま
す
。

経
営

比
較

分
析

表
（

平
成

2
8
年

度
決

算
）

埼
玉

県
　

上
里

町

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

29
.1
8

1,
07
1.
25

■

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
現

在
給

水
人

口
(
人

)
給

水
区

域
面

積
(
k
m
2
)

給
水

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

法
適
用

水
道
事
業

末
端
給
水
事
業

A5
非
設
置

31
,2
59

－

-
49
.0
0

99
.8
3

2,
06
2

31
,1
26

28
.9
1

1,
07
6.
65

【
】

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

①
経
常
収
支
比
率
は
10
0％

以
上
に
達
し
て
い
る
が
、
平
均
値
を
下
回
っ
た
。

有
収
水
量
の
減
少
に
よ
る
給
水
収
益
の
低
下
に
加
え
、
H2
8年

度
に
お
い
て
は

H2
2年

度
か
ら
H2
6年

度
に
か
け
て
行
っ
た
浄
水
場
機
械
設
備
の
更
新
に
係
る
除

却
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
費
用
の
比
率
が
上
昇
し
て
い
る
。

②
累
積
欠
損
金
は
発
生
し
て
お
ら
ず
、
概
ね
健
全
と
考
え
ら
れ
る
。

③
短
期
的
な
支
払
能
力
を
示
す
値
で
、
平
均
値
を
下
回
っ
て
い
る
。
現
金
の
減

少
と
企
業
債
の
増
加
が
原
因
と
し
て
考
え
ら
れ
る
が
、
10
0％

を
超
え
て
お

り
、
短
期
的
な
支
払
に
対
す
る
現
金
は
確
保
さ
れ
て
い
る
。

④
企
業
債
残
高
の
規
模
を
表
す
指
標
で
、
平
均
値
と
比
べ
高
い
割
合
と
な
っ
て

い
る
。
こ
れ
は
給
水
原
価
が
低
い
水
準
で
あ
り
、
そ
れ
に
伴
う
水
道
料
金
が
低

価
格
で
あ
る
こ
と
が
一
因
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

⑤
給
水
に
係
る
費
用
が
、
ど
の
程
度
給
水
収
益
で
賄
え
て
い
る
か
を
示
す
値

で
、
H2
8で

は
10
0％

を
僅
か
に
下
回
る
が
、
前
述
の
機
械
設
備
の
除
却
に
係
る

費
用
が
含
ま
れ
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
、
給
水
に
係
る
費
用
は
概
ね
料
金
収
入

に
よ
り
賄
わ
れ
て
い
る
。

⑥
有
収
水
量
1㎥

あ
た
り
の
費
用
を
表
す
「
給
水
原
価
」
は
平
均
値
よ
り
も
低

く
、
上
里
町
の
水
源
の
大
部
分
が
地
下
水
で
、
浄
水
処
理
費
が
少
な
く
て
済
む

こ
と
が
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。

⑦
一
日
の
配
水
能
力
に
対
す
る
平
均
配
水
量
の
割
合
で
あ
る
「
施
設
利
用
率
」

は
、
平
均
値
を
上
回
っ
て
い
る
。

⑧
年
間
の
総
配
水
量
に
対
す
る
有
収
水
料
の
割
合
で
あ
る
「
有
収
率
」
は
平
均

値
を
下
回
っ
て
い
る
。
主
な
理
由
と
し
て
は
経
年
に
よ
る
老
朽
管
の
劣
化
に
よ

る
漏
水
が
考
え
ら
れ
る
。

「
経

常
損

益
」

「
累

積
欠

損
」

「
支

払
能

力
」

「
債

務
残

高
」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

①
有
形
固
定
資
産
の
う
ち
償
却
対
象
資
産
の
減
価
償
却
が
ど
の
程
度
進
ん
で
い

る
か
を
表
す
指
標
で
、
資
産
の
老
朽
化
度
合
い
を
示
し
て
い
る
。
減
価
償
却
の

進
行
に
よ
り
上
昇
傾
向
に
あ
り
、
平
均
値
を
上
回
っ
て
い
る
。

②
法
定
耐
用
年
数
を
超
え
た
管
路
の
割
合
を
表
す
指
標
で
、
管
路
の
老
朽
化
度

合
を
示
し
て
い
る
。
Ｈ
26
年
度
に
集
中
的
に
発
生
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、
以

前
各
地
区
に
存
在
し
た
地
元
の
簡
易
水
道
組
合
が
個
別
に
整
備
を
実
施
し
て
い

た
管
路
を
町
の
水
道
事
業
が
引
き
継
い
だ
た
め
、
法
定
耐
用
年
数
の
超
過
が
同

時
期
と
な
っ
た
こ
と
が
主
な
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。

③
当
該
年
度
に
更
新
し
た
管
路
延
長
の
割
合
を
表
す
指
標
で
、
H2
8年

度
は
管

路
の
更
新
を
行
っ
た
た
め
平
均
値
を
上
回
っ
た
。

「
料

金
水

準
の

適
切

性
」

「
費

用
の

効
率

性
」

「
施

設
の

効
率

性
」

「
供

給
し

た
配

水
量

の
効

率
性

」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

　
経
営
の
健
全
性
・
効
率
性
に
つ
い
て
は
、
経
常
収
支
比
率
や
料
金
回
収
率
が

平
均
値
と
近
い
値
と
な
っ
て
お
り
、
給
水
に
か
か
る
費
用
は
給
水
収
益
で
賄
わ

れ
て
い
る
た
め
概
ね
健
全
な
水
準
で
あ
る
と
い
え
る
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
有
収
率
と
流
動
比
率
は
全
国
平
均
や
類
似
団
体
平
均
よ
り

低
く
な
っ
て
い
る
。
改
善
に
向
け
て
漏
水
調
査
及
び
漏
水
修
繕
を
継
続
的
に
実

施
し
効
率
性
を
高
め
て
い
く
と
と
も
に
、
今
後
、
流
動
資
産
が
減
少
し
流
動
負

債
が
増
加
し
て
い
く
傾
向
が
み
ら
れ
る
た
め
、
支
払
能
力
も
高
め
て
い
く
経
営

改
善
を
図
っ
て
い
か
な
け
れ
は
な
ら
な
い
。

　
ま
た
、
水
道
事
業
に
統
合
さ
れ
る
前
の
、
各
地
域
の
簡
易
水
道
組
合
の
配
水

管
を
含
め
た
管
路
の
老
朽
化
の
問
題
や
、
災
害
時
に
安
定
し
た
給
水
を
確
保
す

る
た
め
の
管
路
・
施
設
の
耐
震
化
が
今
後
必
要
と
な
り
、
こ
れ
ら
を
総
合
し
た

経
営
計
画
に
よ
る
事
業
運
営
を
お
こ
な
う
必
要
が
あ
る
。

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

路
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
路

の
更

新
投

資
の

実
施

状
況

」

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

当
該
値
 

1.
57

0
0.

62
0.

84
1.
29

平
均

値
 

0.
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0.
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3.
3
2

10
8.
7

平
均

値
 

10
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

給水人口の予測

　本町は長い間人口増加が続いてきましたが、近年では人口減少の兆しが見え始めています。そして、ここまでの将来人口
推計から、現状のままでは本町でも人口減少は避けられない推計結果がでています。社人研の推計モデルでは、２０６０年
には約２０，０００人になることが予想されています。
　本町の人口ビジョンにおいては、合計特殊出生率の上昇及び転入の増加と転出の減少により、平成４２年で約３万人、平
成７２年で約２７，０００人の人口を目標とします。
　本町の水道事業の給水区域は児玉工業団地を除く町内全域であり、水道の普及率も１００パーセントに近い数値となって
いることから、人口ビジョンによる町の推計人口を給水人口の予測としています。

水需要の予測

　有収水量は、使用水量の少ない小口の使用者による使用水量は増加する一方で、多量の水を使用する大口の使用者の使用
水量は減少する傾向にあり、使用者全体での使用水量は減少の傾向にあります。これは、上里町の人口と世帯数の増減にお
いても、人口が減少していく一方で世帯数が増加しており、世帯の少人数化が反映されていることに加え、節水意識の高ま
りが影響していると考えられます。
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

　平成２６年度に下水道事業と統合し、上下水道課（上下水道事業）となりました。定員管理については、民間業者への委
託の可能な窓口業務等については委託により業務効率の向上を図る一方で、今後想定される更新事業の増加や、財政計画・
更新計画等の策定等に対応する必要があるため、より効率的な運営ができるよう職員体制の見直しも図っていきます。

　第５次上里町総合振興計画では「１０年後の町の姿（＝町の将来像）」として「ひと・まち・自然が共に輝く“ハーモ
ニータウン　かみさと”」を掲げています。水道事業は「快適で安全なまち」を基本理念に、「快適な住環境の確保」を基
本目標とし、安全で安心な水道水の持続的な供給、水道サービスの向上にむけて取り組んでまいります。

　管路に関しては、統合事業による取得が平成５年度、第一次拡張事業による取得が平成１０年度の資産として計上されて
います。主要な管路については計画的に更新を行っていますが、平成５年度から平成８年度にかけて、旧簡易水道組合より
残存価格の低い管路を取得しており、管路全体では老朽化が進んでいます。
　浄水場については、平成３年度に上里町浄水場、平成１０年度に上里町第二浄水場が建設されました。上里町浄水場は平
成２２年度から平成２６年度までの間で老朽化した機械設備の更新を行いました。今後は第二浄水場の機械設備の更新が必
要となります。

組織の見通し

料金収入の見通し

　給水収益は、使用水量の減少に伴い減少の傾向にあります。また、上里町は逓増型の料金体系を採用していることから、
近年は大口使用者による使用水量が減少したことにより、使用水量の減少を上回る割合で給水収益が減少しています。今後
も給水人口・有収水量の減少が見込まれることから、給水収益は更に減少するものと想定されます。

施設の見通し
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,
8
3
6

1
5
,
7
7
0

1
4
,
9
6
2

流
動

負
債

(
K
)

3
7
6
,
1
0
5

6
3
8
,
8
8
0

6
4
1
,
2
6
2

5
9
5
,
2
5
3

5
8
4
,
5
0
0

4
9
5
,
3
7
4

4
2
6
,
4
9
9

3
7
1
,
1
2
4

3
4
1
,
4
6
7

3
2
2
,
5
0
0

2
7
2
,
9
4
9

2
7
8
,
7
1
4

う
ち

建
設

改
良

費
分

2
9
4
,
4
0
0

3
0
5
,
2
9
0

2
8
7
,
8
6
6

2
8
7
,
0
8
8

2
8
1
,
7
3
6

2
3
7
,
1
6
3

2
0
3
,
0
1
5

1
7
5
,
6
8
4

1
6
0
,
9
4
6

1
5
1
,
5
2
2

1
2
6
,
7
2
5

1
3
2
,
4
0
4

う
ち

一
時

借
入

金
う

ち
未

払
金

3
0
,
7
7
3

2
8
,
3
0
0

6
5
,
5
3
0

2
1
,
0
7
7

2
1
,
0
2
8

2
1
,
0
4
8

2
0
,
4
6
9

1
9
,
7
5
6

1
9
,
5
7
5

1
9
,
4
5
6

1
9
,
4
9
9

1
9
,
5
8
5

累
積

欠
損

金
比

率
　

　
(
I
)
　

＿
(
A
)
-
(
B
)

×
1
0
0

(L
)

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(
M
)

4
7
3
,
6
5
7

4
8
6
,
7
7
3

4
6
1
,
5
0
7

4
6
0
,
9
2
0

4
5
8
,
4
5
7

4
5
6
,
8
9
8

4
5
5
,
4
4
2

4
5
4
,
9
2
1

4
5
2
,
4
5
6

4
5
0
,
9
5
4

4
4
9
,
4
5
8

4
4
8
,
7
5
1

(
N
)

(
O
)

(
P
)

4
7
3
,
6
5
7

4
8
6
,
7
7
3

4
6
1
,
5
0
7

4
6
0
,
9
2
0

4
5
8
,
4
5
7

4
5
6
,
8
9
8

4
5
5
,
4
4
2

4
5
4
,
9
2
1

4
5
2
,
4
5
6

4
5
0
,
9
5
4

4
4
9
,
4
5
8

4
4
8
,
7
5
1

平
成

3
9
年

度

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出

平
成

3
7
年

度
平

成
3
8
年

度
平

成
3
0
年

度
平

成
3
1
年

度
平

成
3
2
年

度
平

成
3
3
年

度
平

成
3
4
年

度
平

成
3
5
年

度
平

成
3
6
年

度

地
方

財
政

法
施

行
令

第
15

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

支
出

計 （
L
）

/
（

M
）

×
1
0
0

健
全

化
法

施
行

令
第

16
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

収
入

計
収 益 的 収 支

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

17
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

（
N
）

/
（

P
）

×
1
0
0

健
全

化
法

第
22

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率
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様
式

第
2
号

　
（

法
適

用
企

業
・

資
本

的
収

支
）

（
単

位
：

千
円

，
％

）

年
度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）

（
決

算
）

1
.
企

業
債

7
1
,
2
0
0

5
3
,
8
0
0

6
1
,
8
0
0

8
6
,
7
0
0

1
6
6
,
7
0
0

1
5
6
,
7
0
0

1
1
6
,
7
0
0

7
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
2
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

9
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

2
.
他

会
計

出
資

金

3
.
他

会
計

補
助

金

4
.
他

会
計

負
担

金

5
.
他

会
計

借
入

金

6
.
国

（
都

道
府

県
）

補
助

金

7
.
固

定
資

産
売

却
代

金

8
.
工

事
負

担
金

5
1
6

7
,
1
4
0

9
.
そ

の
他

(
A
)

7
1
,
2
0
0

5
4
,
3
1
6

6
8
,
9
4
0

8
6
,
7
0
0

1
6
6
,
7
0
0

1
5
6
,
7
0
0

1
1
6
,
7
0
0

7
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

(
B
)

純
計

　
(
A
)
-
(
B
)

(
C
)

7
1
,
2
0
0

5
4
,
3
1
6

6
8
,
9
4
0

8
6
,
7
0
0

1
6
6
,
7
0
0

1
5
6
,
7
0
0

1
1
6
,
7
0
0

7
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

6
6
,
7
0
0

1
.
建

設
改

良
費

1
2
2
,
8
6
9

7
2
,
1
2
3

8
8
,
0
5
8

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
7

8
4
,
0
8
8

う
ち

職
員

給
与

費
8
,
6
0
6

8
,
7
0
5

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

9
,
1
8
4

2
.
企

業
債

償
還

金
2
8
5
,
3
5
2

2
9
4
,
4
0
0

3
0
5
,
2
9
0

2
8
7
,
8
6
6

2
8
7
,
0
8
8

2
8
1
,
7
3
6

2
3
7
,
1
6
3

2
0
3
,
0
1
5

1
7
5
,
6
8
4

1
6
0
,
9
4
6

1
5
1
,
5
2
2

1
2
6
,
7
2
5

3
.
他

会
計

長
期

借
入

返
還

金

4
.
他

会
計

へ
の

支
出

金

5
.
そ

の
他

(
D
)

4
0
8
,
2
2
1

3
6
6
,
5
2
3

3
9
3
,
3
4
8

3
7
1
,
9
5
3

3
7
1
,
1
7
5

3
6
5
,
8
2
3

3
2
1
,
2
5
0

2
8
7
,
1
0
2

2
5
9
,
7
7
1

2
4
5
,
0
3
3

2
3
5
,
6
0
9

2
1
0
,
8
1
3

(
E
)

3
3
7
,
0
2
1

3
1
2
,
2
0
7

3
2
4
,
4
0
8

2
8
5
,
2
5
3

2
0
4
,
4
7
5

2
0
9
,
1
2
3

2
0
4
,
5
5
0

2
1
0
,
4
0
2

1
9
3
,
0
7
1

1
7
8
,
3
3
3

1
6
8
,
9
0
9

1
4
4
,
1
1
3

1
.
損

益
勘

定
留

保
資

金
3
2
8
,
5
6
9

2
1
8
,
9
1
8

1
5
4
,
5
0
3

1
5
4
,
8
5
7

1
5
6
,
3
1
6

1
5
8
,
2
3
7

1
4
9
,
4
5
6

1
3
5
,
6
2
6

1
3
3
,
9
8
1

1
3
3
,
0
4
9

1
3
5
,
3
7
2

1
3
6
,
6
4
3

2
.
利

益
剰

余
金

処
分

額
0

8
8
,
6
0
9

1
6
3
,
6
3
3

1
2
2
,
9
2
6

4
0
,
6
8
9

4
3
,
4
1
6

4
7
,
6
2
4

6
7
,
3
0
6

5
1
,
6
2
0

3
7
,
8
1
4

2
6
,
0
6
7

0

3
.
繰

越
工

事
資

金

4
.
そ

の
他

8
,
4
5
2

4
,
6
7
9

6
,
2
7
2

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

7
,
4
7
0

(
F
)

3
3
7
,
0
2
1

3
1
2
,
2
0
6

3
2
4
,
4
0
8

2
8
5
,
2
5
3

2
0
4
,
4
7
5

2
0
9
,
1
2
3

2
0
4
,
5
5
0

2
1
0
,
4
0
2

1
9
3
,
0
7
1

1
7
8
,
3
3
3

1
6
8
,
9
0
9

1
4
4
,
1
1
3

補
填

財
源

不
足

額
0

1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

他
会

計
借

入
金

残
高

(
G
)

企
業

債
残

高
(
H
)

2
,
3
3
5
,
1
8
8

2
,
0
9
4
,
5
8
8

1
,
8
5
1
,
0
9
8

1
,
6
4
9
,
9
3
2

1
,
5
2
9
,
5
4
4

1
,
4
0
4
,
5
0
8

1
,
2
8
4
,
0
4
5

1
,
1
5
7
,
7
3
0

1
,
0
4
8
,
7
4
6

9
5
4
,
5
0
0

8
6
9
,
6
7
8

8
0
9
,
6
5
3

○
他

会
計

繰
入

金
（

単
位

：
千

円
）

年
度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）

（
決

算
）

収
益

的
収

支
分

1
3
,
5
4
2

1
1
,
2
3
4

8
,
8
0
8

6
,
3
4
6

4
,
5
0
7

2
,
7
4
0

1
,
1
2
3

3
0
3

0
0

0
0

う
ち

基
準

内
繰

入
金

1
3
,
5
4
2

1
1
,
2
3
4

8
,
8
0
8

6
,
3
4
6

4
,
5
0
7

2
,
7
4
0

1
,
1
2
3

3
0
3

0
0

0

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

1
3
,
5
4
2

1
1
,
2
3
4

8
,
8
0
8

6
,
3
4
6

4
,
5
0
7

2
,
7
4
0

1
,
1
2
3

3
0
3

0
0

0
0

平
成

3
8
年

度
平

成
3
4
年

度

平
成

3
7
年

度
平

成
3
8
年

度

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
(
D
)
-
(
C
)

計

平
成

3
5
年

度
平

成
3
6
年

度
平

成
3
4
年

度

平
成

3
6
年

度
平

成
3
5
年

度
平

成
3
9
年

度
平

成
3
7
年

度

平
成

3
9
年

度

平
成

3
0
年

度
平

成
3
1
年

度
平

成
3
2
年

度
平

成
3
3
年

度

(
E
)
-
(
F
)

平
成

3
0
年

度
平

成
3
1
年

度
平

成
3
2
年

度
平

成
3
3
年

度

補 填 財 源

計 計

資 本 的 収 入

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

資 本 的 支 出

資 本 的 収 支
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　検針業務、料金収納業務、浄水場運転管理業務について民間委託を導入してい
ます。他の業務等についても、他事業体の事例等を参考に導入の可能性を検討し
ていきます。

目 標
　「持続可能な水道」を目標とし、計画的に管路や浄水場施設等の更新を行っていきま
す。

　老朽化した管路や浄水場施設の機械等の更新を計画的に行っていく予定です。
　各年度の更新の規模については、施設の老朽化の度合い（長寿命化）や財政状況等を考慮し、投資の平準化を図りま
す。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 　投資に必要な財源を確保し、事業の健全運営を推進します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　水需要の減少に伴い、余剰となる施設能力が増加していく見込です。更新の時
期などに合わせて施設のダウンサイジングを行う可能性についても検討していき
ます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　水需要の減少に伴い、余剰となる施設能力が増加していく見込です。更新の時
期などに合わせて施設のスペックダウンを行う可能性についても検討していきま
す。

　料金収入については、給水人口及び水需要の減少に伴い年々減少していくものと見込まれます。
　企業債については、予定されている管路・機械の更新等の財源として借り入れるものとして見込んでいます。
　収支としては黒字を維持していますが、計画期間中に内部留保金が不足する見通しとなっているため、財政の健全化を
図るとともに資金の確保についても検討の必要があります。

・委託料に関する事項
　　平成３０年度現在委託している業務委託については、計画期間中も引き続き実施するものとして見込んでいます。

・修繕費に関する事項
　　機械の故障や管路の漏水に伴う修繕は毎年度発生するものと見込んでいます。

・動力費に関する事項
　　配水量の減少に伴い、浄水場施設等での電気の使用量も減少すると見込まれます。

・職員給与費に関する事項
　　平成３０年度時点の人員配置が計画期間中継続されるものとして見込んでいます。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　アセットマネジメントを策定していく中で、独自の更新基準を設定するととも
に、投資の平準化を図っていきます。

広 域 化
　近隣の水道事業体による広域化検討部会に参加し、メーター器の共同購入や共
同委託等についての意見交換を行っています。
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②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

　機械の故障や管路の漏水に伴う修繕は毎年度発生するものと見込まれます。

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

料 金

　収益的収支は現状では黒字を維持していますが、料金収入の減少や、機械設備
の更新のために借り入れた企業債の償還等により、内部留保資金が減少していま
す。また、今後は有収水量の減少により給水収益が減少する見通しとなり、今後
の事業経営は一層厳しくなることが予想されます。
　財政健全化のため、料金改定を早期に検討する必要があります。

企 業 債 　管路・機械の更新等の財源として企業債を借り入れます。

繰 入 金
　事業の運営に必要な財源を確保するため、繰入基準に基づき所要額を適切に繰
り入れする必要があります。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　３～５年ごとに見直しを行い、随時修正します。また、今後実施予定のアセッ
トマネジメントや水安全計画等の策定に合わせ、今後の計画に反映していきま
す。

修 繕 費

動 力 費
　配水量の減少に伴い、浄水場施設等での電気の使用量も減少するものと見込ま
れます。

職 員 給 与 費
　人員配置については町部局との調整となります。業務委託の対象業務の拡大等
により人員を削減する可能性について検討します。

委 託 料
　他の事業体の事例等を研究し、効率的な運営ができるよう業務委託の対象業務
や業務範囲等について検討していきます。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よる
収 入 増 加 の 取 組

　資金の運用や浄水場施設の活用等の可能性について検討します。
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